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へのコメント 
 
 

 
質問 1～2に対して、同意しない。 
 
＜理由＞ 
投資制度として本制度を検討し、信頼のおける第三者評価機関を選定、その評価機関の

算出した評価結果をもって監査法人とも協議・確認の上導入しているものであり、実際に

公正価値相当額の金銭の払込も受けて発行しており、報酬性はないと考える。 
 
 尚、勤務条件の取扱について、本公開草案では、勤務条件の有無に関わらず、報酬とし

て認識する内容となっているが、これは IFRSとのGAAP差を広げることが明らかであり、
本来は IFRSへのコンバージェンスが大前提であるにも関わらず、ここであらためて、
GAAP差が明らかに広がるローカルルールを強行する理由がわからないため、説明を求め
る。 
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